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意見募集：高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の
一般的な枠組み、構成、および指針
高齢者の人権分野を専門とし、長年にわたりこの分野の動向を追ってきた学者として、皆様から提示された質問に対する私の見解を提出できることを光栄に思います。
質問1. 高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利保有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？
新たな条約は、以下の4つの相互に関連する基本的要素に基づいて策定され、それらを指針とすべきです：
· 1. 高齢は社会的構築物であるという認識
[bookmark: _Hlk231844241]加齢（ageing）は普遍的かつ生物学に根ざしたプロセスですが、個人を「老いた」（old）、「老人」（elderly）あるいは「高齢期」（old age）にあると分類することは、生物学的に決められたものではなく、社会的に構築されたものです。高齢期の意味——誰が「老いた」と見なされるか、高齢者がどのような役割を担うか、そして彼らが社会の完全かつ平等な一員として扱われるか否か——は、時代、文化、社会的文脈によって大きく異なってきました。
したがって、新たな条約は、「高齢」（old age）が中立的あるいは自然の状態ではなく、社会的規範、権力関係、制度的枠組みによって形作られるものであるという認識に基づかなければなりません。この理解は、社会が高齢者に低い地位を割り当てたり、参加を制限したり、不平等な扱いを正当化したりする仕組みを明らかにし、変革するために不可欠です。「高齢」の構築された性質を認識することで、この条約は根強い前提に異議を唱え、高齢者の権利、役割、貢献は、社会的に課された制限によってではなく、平等と尊厳の原則によって決定されなければならないことを明確にすることができます。
· 2. 高齢者を独自の集団と見る歴史的認識
歴史を通じて、とりわけ産業化や近代国家の形成という文脈において、高齢者は独自の社会集団として定義され、認識されてきました。常にそうであったわけではないですが、しばしば、高齢者は「依存的」「非生産的」「虚弱」「負担」といった否定的かつ単純化された表現で描かれてきました。こうした表現は、社会・経済・政治生活における排除、周縁化、差別の歴史的な構造的パターンに寄与してきました。
新たな条約は、高齢者が独自の社会集団であることを明確に認識することを基盤としなければなりません。さらに、高齢者の周縁化は偶発的あるいは近年の現象ではなく、深く根ざした長年の歴史的不公正を反映しています。この歴史的視点は、労働市場からの排除、不十分な社会的保障、施設入所、自律の否定など、高齢者が今日直面している障壁の構造的性質を理解するために不可欠です。この歴史的遺産を認めることは、蓄積された不利益を是正し、完全な包摂を確保することを目的とした、積極的かつ変革的な措置の規範的基盤を強化するものです。
· 3. 社会的抑圧の中心源としてのエイジズムを認識する
20世紀半ば以来、「エイジズム（年齢差別）」という概念は、高齢という社会的構築物や高齢者が経験する体系的な差別を理解するための重要な枠組みを提供してきました。エイジズムは、高齢に基づく固定観念（考え方）、偏見（感情）、差別（行動）を含み、個人、制度、構造の各レベルで作用します。
過去数十年にわたり、エイジズムの根源と現れ方を説明するための、実質的かつ学際的な実証的知見が蓄積されてきました。これには、加齢や死への恐怖に関連する心理学的理論、グループ内とグループ外の力学に関する社会学的理論、そして労働市場、生産性規範、福祉制度に関する政治経済学的分析が含まれます。これらのデータに基づく視点は、エイジズムが単なる態度の問題ではなく、国境や文化を越えて存在する法律、政策、社会制度に根ざしていることを示しています。
新たな条約は、エイジズムの根絶をその中核に据えなければなりません。エイジズムを、広範に蔓延する差別の形態であり、高齢者が他者と平等に人権を享受することを妨げる根本的な障壁であることを明確に認識すべきです。各国に対し、法改正、公衆教育、データ収集、制度的変革などを通じ、あらゆる形態のエイジズムと闘うための包括的な措置を講じることを義務付けるべきです。
· 4. エイジビズム（ageivism）：イデオロギーの重要性の認識
持続可能な人権の進展は、多くの場合、既存の権力構造に異議を唱え、影響を受ける集団を動員する変革的な規範的枠組みによって支えられています。高齢者の文脈において、新たな条約の策定は、社会的態度や構造を再構築する上で高齢者の主体性、発言権、集団的行動を中核に据える、新たなイデオロギー的指向——ここでは「エイジビズム」と呼ぶ——を反映するべきです。
エイジイビズムは、高齢者が単なる権利の受益者ではなく、変革の能動的な主体であるという原則を反映しています。これは参加、自己表現、エンパワーメントを重視し、「私たち抜きに私たちのことは決めないで」という広範な人権原則と合致します。高齢者の社会的・政治的動員を促進することにより、このイデオロギー的枠組みは、社会の高齢化のとらえ方を変え、排除と父権主義のシステムの解体を目指します。
したがって、この条約は、権利と国家の義務を明文化するだけでなく、あらゆるレベルの意思決定プロセスへの高齢者の有意義な参加を促進するイデオロギーへの熱意を育てるものでなければなりません。このイデオロギー的基盤を組み込むことで、条約が単なる保護にとどまらず、構造的変革および高齢者を平等な権利保有者として完全に認めることに寄与することが保証されます。
質問2. 高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な問題や課題（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？
法的拘束力のある文書を支えるべき7つの基本原則は以下の通りです：
· 1. 年齢を理由とする差別と平等
新しい条約の根底にある最も基本的かつ根本的な原則は、年齢を理由とする差別の禁止であるべきです。この法的拘束力のある文書は、年齢を差別の禁止事由として明確に認め、高齢者が他の人々と平等に全ての人権を享受できるようにすべきです。
この新しい文書は、実質的平等（substantive equality）と変革的平等（transformative equality）の概念を盛り込むべきです。それは、年齢を理由とする差別の複雑かつ構造的な性質、およびそれに対処する際に出てくる課題を十分に捉えるためです。実質的平等とは、高齢者が直面する現実の不利益、障壁、および累積的な不平等を認識し、これに対処することを求めるものです。変革的平等はさらに一歩進み、国家に対し、不利益を是正するだけでなく、エイジズム（年齢差別）と排除を永続させる社会的、制度的、文化的構造を積極的に変革することを求めます。これら二つのアプローチを組み合わせることで、平等が単なる形式的なものではなく、実効性があり、生活の中で実感され、持続可能なものとなることが保証されます。

· 2. 個人的・社会的解放：個人の自由と社会的な再生の機会としての老年期
高齢（old age）は、避けられない衰退の時期としてではなく、新たな形の自由、自己決定、そして個人の発達をもたらし得る人生の段階として認識されるべきです。多くの人々にとって、老後は、仕事、家族の役割、あるいは社会的期待に関連する制約を含む、これまでの生活の制約を超え、新たな志、人間関係、そして参加の形態を追求する機会を意味します。
したがって、本条約は、高齢者が自律、自己実現、および人格の自由な発展を享受する権利を明記すべきです。また、高齢者が自らの意思に基づき役割やアイデンティティを再定義し、生涯学習、文化活動への関与、創造性、社会貢献の機会を得られるような環境を促進すべきです。

· 3. 高齢期における参加と関与
高齢者は、法律、政策、サービスの策定、実施、評価を含め、自らの生活に影響を及ぼすあらゆる意思決定プロセスに、有意義な形で参画すべきです。高齢者の権利は、彼らの本音、実体験、視点が単に聞かれるだけでなく、真摯に考慮されて初めて、効果的に実現されます。
本条約は、包摂と民主的ガバナンスというより広範な人権上の取り組みに沿って、積極的、自由かつ有意義な参加の原則を明文化すべきです。これには、高齢者を代表する組織への支援、アクセシブルな協議の仕組みの整備、および参加を制限する法的、制度的、そして意識的な障壁の撤廃が含まれます。

· 4. 社会的帰属と世代間関係
高齢期は、人生の他の段階との関係において社会的に定義されるものであり、本質的に関係性に基づくものです。したがって、新条約の重要な原則の一つとして、高齢期における社会的帰属、つながり、相互依存の重要性を反映すべきです。加齢の経験は、家族、友人、地域社会、そして若い世代との関係によって深く形作られます。
高齢者が社会のネットワークの一員であり続けられるよう維持・促進することは、尊厳、心身のウェルビーイング、地域社会への参加を含む人権を享受するために不可欠です。本条約は、世代間の連帯を促進し、社会的孤立、孤独、排除と闘い、年齢層をまたぐ有意義な関係を育む環境を支援すべきです。

· 5. 高齢期における交差性と生涯の視点
高齢者は高齢期の人生に、多様な経験、アイデンティティ、そして状況を持ち込み、それらが加齢の体験を形作っています。これには、障害、ジェンダー、移民の地位、社会経済的地位、民族性、あるいはその他の要因が含まれ、これらはしばしば交差して不利な状況をさらに悪化させます。
本条約は、高齢期における差別の交差的な性質を明確に認識し、これに対処すべきです。また、人生の早い段階で経験した不平等が蓄積し、高齢期に顕在化することを認め、ライフコースの視点を採用すべきです。このアプローチは、高齢者の生きた現実のあらゆる多様性に対応する、効果的かつ公平な政策を策定するために不可欠です。

· 6. 包摂性：社会を年齢包摂型社会に変える
本条約は、あらゆる年齢層の人を包摂し、高齢者が完全に統合され、可視化され、尊重される社会のビジョンを推進すべきです。これには、個人レベルでの介入を超えて、法律、政策、公共空間、サービス、制度、技術を含む制度的な変革が必要となります。
各国は、構造的な障壁を取り除き、アクセシビリティを確保し、高齢者が生活のあらゆる側面に十分に参加できる環境を育むための積極的な措置を講じるよう求められるべきです。年齢包摂的な社会の構築は、高齢期の権利を保護するだけでなく、ライフコース全体にわたる社会的結束と平等を強化するためにも不可欠です。

· 7. 知恵：高齢期の人間としての価値
確立された心理学および認知科学の研究に基づき、本条約は、高齢期が蓄積された知識、経験、洞察——一般に「知恵」として理解されるもの——と密接に関連していることを認識すべきです。加齢のこの側面は、人生、人間関係、そして人間の条件に対する理解の深化を反映しています。
加齢のこの側面を認識し、評価することは、父権主義的あるいはロマンチックに美化された枠組みで捉えるべきではなく、高齢者の尊厳と主体性を肯定する人権原則の一部として位置づけられるべきです。本条約は、高齢者が自らの知識や価値観を表現し、共有し、それに基づいて行動できる環境を支援し、それによって、高齢者の自律、自由、および自らの意思や選好に従って意思決定を行う能力を強化すべきです。
質問3. 法的拘束力のある文書は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体構成（structure）や設計枠組み（architecture）を採用すべきか？例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか？
高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書は、既存の主要な国際人権条約、特に「障害者権利条約（CRPD）」と整合性のある、明確かつ首尾一貫した構成を採用すべきです。この確立された構造に準拠することで、明確性、アクセシビリティ、および法的な整合性が向上するとともに、国家レベルでの実施が促進され、国際人権システムにおける条約の権威が強化されます。
馴染みのある条約構造は、国家、裁判所、および権利保有者が、体系的かつ予測可能な方法でこの文書を解釈し適用することを可能にします。また、既存の人権法との連続性を確保しつつ、高齢化という特有の現実に対処することを可能にします。
この点で、本条約には以下の主要な構成要素を含めるべきです：
· 前文
　上記第1部で説明した条約の規範的基礎を明記する。
· 目的および定義
　高齢者がすべての人権を完全かつ平等に享受できるようにするという目的を明確にし、年齢を理由とする差別、エイジズム、エイジイビズムといった主要な概念を定義しつつ、柔軟性を維持する。
· 一般原則
　上記の第2部で述べた中核的な原則を含める。
· 一般的な義務
　権利を尊重、保護、実現する国家の義務の概要を示す。これには、立法および政策措置の採択、差別の根絶、エイジズムとの闘い、高齢者の参加の確保などが含まれる。
· 具体的な権利
　高齢者に既存の人権がどのように適用されるかを詳述する（このトピックについては、今後の会合で取り上げられる予定）。
· 実施と監視
　効果的なメカニズムの確立（これについても、今後の会合で取り上げられる予定）。
· 国際協力および最終規定
　国家間の協力を規定し、標準的な条約条項を含める。
既存の条約をモデルとした枠組みを採用することで、この条約は法的に強固かつ実効性のあるものとなる一方で、新しい概念や具体的な権利、そして実施や監視のための新たなモデルを取り入れる余地も残されています。

イスラエル・イッシ・ドロン教授
ハイファ大学老年学部門（イスラエル、ハイファ）
（翻訳・佐藤久夫、　　　）
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